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京都市における固定資産税の
住宅用地特例の解除の取組について

資料９



京都市の空き家対策について

平成２５年 ７月 「総合的な空き家対策の取組方針」策定
平成２６年 ４月 「京都市空き家等の活用，適正管理等に関する条例」施行

※ 平成２７年５月 空家特措法が前面施行

平成２８年 ７月 「京都市空き家等対策協議会」設置
平成２９年 ３月 「京都市空き家等対策計画」策定

平成３０年 ８月 協議会開催

１１月～ 部会開催（令和元年６月まで計４回開催）
令和 元年 ８月 協議会開催

同 「空き家の更なる活用促進に向けた抜本的な空き家対策
～持続可能な都市の構築に向けて～（以下「抜本的な空
き家対策」という。）」を取りまとめた。
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「空き家の発生」「活用・流通の促進」「適正な管理」「跡地の活用」といった

総合的な空き家対策を地域（市民），事業者，行政等が一体となって推進

放置されている空き家の活用を更に促進する抜本的な対策を構築するため，

協議会に部会を設置。「住宅用途以外の空き家活用の方策や税の制度・運用

の在り方等」を検討

＜空き家率＞ 住宅・土地統計調査
平成２５年 平成３０年 増減

京都市 114,300(14.0%) 106,000(12.9%) △8,300(△1.1%)
全 国 8,195,600(13.5%) 8,488,600(13.6%) 293,000(0.1%)



空き家の更なる活用促進に向けた抜本的な空き家対策

今後の少子高齢化の進展，人口や世帯数の減少も見込まれるなど，空き家問
題の更なる深刻化が予測されることから，空き家の更なる活用促進のための抜
本的な空き家対策を検討するため，「京都市空き家等対策協議会」及び同部会
で議論を進めてきた。

★京都市の人口推移
平成２７（２０１５）年 １４７万人
令和２２（２０４０）年 １３７万人

★地域コミュニティの活力の低下

１ 空き家の更なる活用方策
(1) 空き家問題に関わる各種団体との連携による活用困難事案等の問題解決
(2) 「地域主体の空き家対策」の更なる地域の拡大や取組の充実

２ 放置空き家を発生させない，継続させない方策
(1) 固定資産税の住宅用地特例の解除
(2) 新税の創設及び課徴金の徴収
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⇒空き家の活用・流通の促進及び適正指導の徹底
強化と２(1)の状況等を踏まえ，改めて検討する。

抜本的な空き家対策の概要
京都市持続可能な都市構築プラン（平成３１年３月策定）



放置空き家を発生させない，継続させない方策

〇管理不全空き家の状況（令和２年３月末現在）

通報件数 ３，２８０件

・要対応件数 ２，２３３件，解決済み １，１９２件（解決率 ５３．４％）

・助言・指導中 ６４２件

・緊急安全措置 １３件，軽微な措置 ２３５件

・略式代執行 ３件（空家特措法 １件建築基準法 ２件）
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勧告に至る空き家は活用が困難なケースが多く，
活用が可能な段階で所有者に働き掛ける必要がある

管理不全空き家の通報件数が年間４００件を超えることや，台風被害等によ

り，管理不全が顕在化していなかった空き家の管理不全の度合いが進行してい
る状況を踏まえ，管理不全空き家の適正管理の指導の一層の強化と合わせて，
空き家所有者に所有者責任を意識させ，空き家の発生予防に繋がる効果が期待
できる「固定資産税の住宅用地特例の解除」に取り組むこととした。

大阪北部地震，西日本豪雨，台風等の影響により，平成３０年７月から１０月までの４か月間で
昨年度１年間の通報数（４４３件）を上回る４６８件の通報があった。



放置空き家を発生させない，継続させない方策

固定資産税の住宅用地特例の解除

固定資産税の住宅用地特例は，居住に対する税負担の軽減措置として，政策的に配慮された措

置である趣旨から，居住の用に供される見込みのない家屋の敷地については，特例が適用される

のは不適切であり，その厳格な運用がなされるべきである。居住に必要な管理を怠っているなど一

定の条件の空き家の敷地について，特例を解除することは，適正課税の観点からも合理性がある。

特例を解除する空き家の要件

空家特措法で定義する「空家」（例えば概ね年間を通して使用実績のないこと（空家等に関する

施策を総合的かつ計画的に実施するための基本的な指針（平成２７年２月２６日付け総務省・国

土交通省告示））を基本とし，行政の執行能力なども考慮し，管理不全があるなど社会的に影響が

大きいと考えられる空き家や長期間にわたる空き家等から順次取り組む。

5

昭和４８年度に導入。住宅を持った際に生じる税負担をできるだけ緩和するため，住宅政策上の見地から設けられた特例。



総務省通知①

総務省通知（平成９年４月１日付け自治固第１３号）
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総務省通知②
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（赤字は、平成27年5月26日付け通知による一部改正に伴う加筆箇所を示す。）

なお、家屋とは不動産登記法の建物とその意義を同じくするものであること。したがっ
て、屋根及び周壁又はこれらに類するものを有し、土地に定着した建造物であって、そ
の目的とする用途に供し得る状態であるものでなければならず、現況がこうした状態に
ないものは家屋には該当しないことに留意する必要がある。

ただし、賦課期日における当該家屋の使用若しくは管理の状況又は所有者等の状況等か
ら客観的にみて、当該家屋について、構造上住宅と認められない状況にある場合、使用
の見込みはなく取り壊しを予定している場合又は居住の用に供するために必要な管理を
怠っている場合等で今後人の居住の用に供される見込みがないと認められる場合には、
住宅には該当しないものであるので、賦課期日における当該家屋の客観的状況等に留意
する必要がある。



住宅用地特例の適用の厳格化

１ 京都市が独自に住宅用地特例の解除対象とする空き家
住宅用地特例の適用の厳格化を図るため，次の２つの条件を満たすものを

対象とする。
・ 空家特措法及び条例に基づき，建築物の主要構造部（屋根，外壁，基礎
等）に管理不全状態（空家特措法の「そのまま放置すれば倒壊等著しく保
安上危険となるおそれがある状態」と同義）があるもの。

・ 今後，人の居住の用に供される見込みがないと認められるもの。

２ 「住宅用地特例解除」の流れ（イメージ）
５～８月 （水道閉栓情報を基に）空き家調査＜空き家対策部門＞

９月 空き家所有者に対し，管理不全状態の速やかな解消と，賦課期
日（翌年１月１日時点）までに管理不全状態が改善されない場
合，特例を解除する可能性があることを通知＜空き家対策部門＞

１２月上旬 今後人の居住の用に供される見込みがないと認められる物件に
対し，特例を解除することを通知＜税務部門＞

翌年１月１日 固定資産税に係る賦課期日
４月１日 納税通知書発送＜税務部門＞

〇 令和２年度以降，水道閉栓期間が古いものから，順次，空き家調査を行う
こととしており，令和年度は，まず，条例の「著しい管理不全状態」にある
空き家（約１００件）で試行実施した。
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